資料５

日本社士会年会費及び都道府県社士会年会費の扱いについて
現在、本会年会費10,000円は都道府県社士会へ「4,000円×会員数」を支部活動費として計上している。連合体移行後は都道府県社士会から「6,000円×会員数」を会費として日本社士会へ納めてもらうことになる。

１．現行の扱い
・日本社士会年会費　10,000円
内4,000円は県活動費。日本で引落としている場合（44県士会）は別途県へ振込。
・都道府県社士会年会費　　3,000円～7,000円（都道府県社士会により異なる）
・現行の各会費引落は下記の３パターン。
	パターン
	日本会費
	都道府県会費
	備考

	
	日本引落
	県引落
	日本引落
	県引落
	

	パターン１
	○
	
	○
	
	期日は別設定

	パターン２
	○
	
	
	○
	

	パターン３
	
	○
	
	○
	一括引落


　※各都道府県社士会の会費引落状況は別紙１をご参照ください。
２．連合体へ移行後の扱い
・連合体会費　6,000円
・都道府県社士会年会費　4,000円＋現行の都道府県社士会年会費（3,000円～7,000円）
（１）将来（理想型）
	引落額
	備考

	日本引落
	都道府県引落
	

	なし
	15,000円
	この内、6,000円を連合体会費として日本へ納める


（２）経過措置
　現行のパターンを踏襲する。
　　◆会計上の扱い（実際の運用にあたってはさらに検討が必要）
　　　パターン１及び２の県社士会の場合
　　　　・日本は引落業務を委託され今まで通り実施することとし、
　　　　・引き落とした額の全額を一度県会計に振り込み、別途、県から日本会計に連合体会費を振り込む
　　　パターン３の都道府県社士会の場合
　　　　・従来通り
　　◆会員への説明
　　　　・年会費は15,000円であり、内6,000円が連合体会費として使われることを説明する。
　　　　・年会費の金額が変更となるので、日本及び県とも規則改正が必要であり総会承認となる。
　　　　・引落額と年会費が不一致なので、引落方法は従来の方法を踏襲していることの説明を行う。
　　◆課題（必要な手続き等）
　　　　・都道府県社士会の年会費額変更の承認（総会）
　　　　・会費引落業務の委託契約（日本社士会－都道府県社士会）
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